特記仕様書
業務名：一級河川　安治川（旧淀川）外　津波対策施設等基本検討委託
業務場所：大阪府大阪市西区江之子島二丁目地内外
履行期間：契約日から平成31年2月28日迄とする。
第1章　総則
本業務の履行にあたっては、本特記仕様書によるほか、｢測量、調査作業及び業務委託等必携内の、設計業務等共通仕様書（平成29年8月大阪府都市整備部)」(以下｢共通仕様書」という。）及び「土木工事数量算出要領（案）（国土交通省最新版）」によるものとする。
　なお、｢測量、調査作業及び業務委託等必携」は大阪府都市整備部ホームページ（以下のURL参照）に記載している。(http://www.pref.osaka.lg.jp/jigyokanri/giken/index.html) 
以下、共通仕様書等に対する特記事項は次のとおりとする。　本業務履行に際し、疑義の生じた場合は本府監督職員と協議しなければならない。
1.1　情報共有システム及び電子納品
本業務は、大阪府情報共有システムおよび完成図書の電子納品対象案件とする。
情報共有システムとは、監督職員及び受注者の間の情報を電子的に交換・共有することにより業務効率化を実現するシステムのことをいう。情報共有システムを用いて作成及び提出等を行った帳票については、署名または押印がなくても有効とする。
電子納品とは、調査、設計、工事などの各業務段階の最終成果を電子データで納品することをいう。ここでいう電子データとは、「大阪府都市整備部電子納品要領（案）[業務委託編]（以下、要領）」に示されたファイルフォーマットに基づいて作成されたものを指す。
電子納品における成果品の規格等については、下記基準類に基づくものとする。「大阪府都市整備部電子納品要領（案）[業務委託編]」（平成25年4月 大阪府都市整備部）
　情報共有システム及び「大阪府都市整備部電子納品要領（案）[業務委託編]」ついては大阪府都市整備部のホームページに掲載している。
　　　　・情報共有システム：（http://www.pref.osaka.lg.jp/jigyokanri/cals/CALS_j.html）
　　　　・電子納品：（http://www.pref.osaka.lg.jp/jigyokanri/cals/cals2.html）
　上記に定めのない事項については、必要に応じて監督職員と協議の上、これを定める。
1.2　見積参考図書
設計図書のほかに提示する見積参考資料は、あくまでも見積の参考資料であり、入札参加者の適正・迅速な見積に供するため参考に示した一資料に過ぎず、契約上の拘束力を何ら生じるものではない。このため、履行方法等成果物を完成するために必要な一切の手段については、受注者がその責任において定めるものとする。業務の実施に当たってはこの趣旨を十分理解し、事故発生等を招かないよう、その防止措置に留意すること。
1.3　設計業務等一般
本業務委託の目的は次のとおりである。受注者は目的の意図するところを十分理解し、豊富な経験及び知識を持って作業を進めなければならない。
　（目的）
一級河川安治川（旧淀川）・同尻無川・同木津川水門（以下、三大水門）は高潮水門として築造されているが、大阪府では「津波警報以上」が発令された場合には、津波の遡上による上流部の浸水被害を防止するため、これら三大水門を閉鎖することとしている。
一方、過年度に三大水門の津波耐力検討を行った結果、全ての水門がＬ１津波波力に対して損傷し開閉困難となる可能性があることがわかっている。
そこで、本業務は、Ｌ１津波防御後も開閉機能を有し、かつ高潮への対応も兼ねた新たな水門施設及びその付帯施設等の基本検討を行うものである。
なお、三大水門の津波耐力検討結果や新たな津波対策施設設置検討に関する資料は、大阪府都市整備部の河川構造物等審議会ホームページ（以下のＵＲＬ参照）に掲載している。
　http://www.pref.osaka.jp/kasenkankyo/kasenkouzoubutu/index.html 
1.4　業務範囲
業務範囲は別途図面（第３章　位置図等）に示す範囲とする。
1.5　配置技術者
管理技術者、照査技術者、土木担当技術者、機械担当技術者、電気担当技術者及び建築担当技術者を配置できること。ただし、以下のとおり、各技術者の兼任は認めない。
　　・管理技術者は、照査技術者及び各担当技術者を兼任できない。
　　・照査技術者は、管理技術者及び各担当技術者を兼任できない。
　　・各担当技術者は、その他の担当技術者を兼任できない。
1.6　管理技術者及び照査技術者
設計業務共通仕様書第１１０７条第３項に規定する管理技術者及び第１１０８条第２項に規定する照査技術者の資格において「技術士又はこれと同等の能力と経験を有する技術者」のこれと同等の能力と経験を有する技術者とは、「建設コンサルタント登録規程（昭和５２年４月１５日建設省告示第７１７号）により技術管理者として国土交通大臣に認定された者（登録部門が「河川、砂防及び海岸・海洋部門」に限る。）をいう。
　また、ＲＣＣＭの業務経験とは、その登録部門が「河川、砂防及び海岸・海洋部門」であることをいう。なお、管理技術者と照査技術者の兼任は認めない。                     
1.7　照査の実施
本業務は照査技術者により照査を行うものとする。照査技術者は、共通仕様書第１１０８条第2項に規定しているように、照査計画を業務計画書に記載し、照査に関する事項を定めなければならない。
　照査技術者は設計図書に定める又は監督職員の指示する業務の節目毎にその成果の確認を行うとともに照査結果を照査報告書として取りまとめ、照査技術者の責において署名押印の上、管理技術者を通じ監督職員に提出しなければならない。
1.8　諸手続
本業務に伴い必要となる官公署等への諸手続は、監督職員の承諾を得て、受注者の責任において速やかに行わなければならない。
1.9　協議打合せ等
業務における打合せは次のとおりとする。ただし、下記以外に監督職員が必要と認めた場合は、その指示に従うこと。また中間打合せは、監督職員と協議の上、打合せ回数を変更できるものとする。なお、業務着手時又は業務計画書作成時及び業務完了時には原則として管理技術者が立会うものとする。
	協議打合せ事項
	時期（日時）

	・業務着手時
　　業務全般について
	・契約後速やかに

	・中間打合せ5回

	

	・成果品納入時
　　成果品について
	


受注者は打合せ時以外においても、作業進捗状況を随時報告し、監督職員の指示を受けなければならない。
1.10　資料の貸与及び返却
貸与する資料等は、次のとおりとする。
	資料等の名称
	単位
	数量
	貸与場所
	返却場所

	一級河川　安治川　（旧淀川）外　安治川水門外構造耐力等検討委託（平成25年５月）
	部
	1
	西大阪治水事務所
	西大阪治水事務所

	一級河川　安治川　（旧淀川）外　安治川水門外耐震対策検討委託（平成25年12月）
	部
	1
	同上
	同上

	一級河川木津川外　西大阪地区津波シミュレーション等検討委託（平成25年3月　）
	部
	1
	同上
	同上

	一級河川木津川外　津波シミュレーション等検討委託（平成27年３月）
	部
	1
	同上
	同上

	一級河川安治川（旧淀川）外　高潮津波計画概略検討委託（平成27年３月）
	部
	1
	同上
	同上

	一級河川安治川（旧淀川）外　津波対策施設等検討業務委託（平成28年３月）
	部
	1
	同上
	同上

	一級河川　安治川　（旧淀川）外　津波対策施設等検討業務委託（平成29年７月）
	部
	1
	同上
	同上


1.11　土地への立ち入り
1. 本業務における立ち入り不可能箇所は次のとおりとする。
2. ・特になし
3. 業務の実施に伴う植物の伐採、かき・さく等の除去又は土地若しくは工作物の一時使用により生じる損失のうち下記以外のものは受注者の負担とする。
・特になし
4. 現地調査を実施する場合、調査員のうち１人は必ず自己の身分証明書を携帯して業務にあたるものとする。
5. 身分証明書は、土地等の所有者、その他関係人等からの請求があったときは、これを提示するものとする。
6. 身分証明書の内容については委託契約に基づく業務を行うものであることの証明とし、別に定める身分証明書に基づき、発注者が交付するものとする。
7. 身分証明書の発行対象者は原則として、管理技術者とする。ただし調査員の編成等に関連して別途必要となる場合は、契約後速やかに、その適任者を届け出て交付を受けるものとする。
8. 強制立入り等で関係法令に基づく身分証明書については別途とする。
1.12　成果の提出
成果品は、「要領」に基づいて作成した電子データを電子媒体（ＣＤ－Ｒ）で正副２部提出するとともに、その出力版（報告書は簡易製本、図面はA3縮小版）を各１部提出する。
1.13　使用する技術基準
業務で使用する図書は、共通仕様書に定める適用示方書・指針等のほか、次のとおりとする。また、これら以外の図書に準拠する場合は、あらかじめ監督職員の承諾を受けること。
・測量、調査作業及び業務委託等必携（大阪府都市整備部　平成28年4月）
・機器一般仕様書　機械設備（大阪府都市整備部　平成28年4月）
・機器一般仕様書　電気設備（大阪府都市整備部　平成28年4月）
・改訂 解説・河川管理施設等構造令（日本河川協会）
・国土交通省大臣官房官庁営繕部整備課監修 建築構造設計基準及び同解説（公共建築協会）
・建設省大臣官房官庁営繕部監修 官庁施設の総合耐震・対津波計画基準及び同解説（公共建築協会）
・国土交通省大臣官房官庁営繕部設備課監修 建築設備設計基準（公共建築協会）
・その他
第2章　業務内容
（１）設計計画
業務の目的・主旨を把握したうえで、設計図書に示す業務内容を確認し、業務計画書を作成する。
（２）資料収集整理
　　　本業務を遂行するために必要な既存資料の収集を行う。
資料の収集にあたっては、東日本大震災における水門の被害状況調査や研究報告、復旧事例、その他、津波防御用水門の全国事例等、検討の参考となる資料を収集する。
（３）現地踏査
　　　貸与資料を基に現地踏査を行い、現況施設の状況、予定地周辺の河川の状況、地形、地質、近接構造物及び土地利用状況・河川の利用形態等を把握し、併せて事業用地取得の観点及び工事用道路・施工ヤード等施工の観点から現地状況を把握し整理する。
（４）基本事項の検討
設置目的及び必要とする機能条件を確認・整理し，以下の基本事項等について比較検討を行う。
なお、各項目の検討にあたっては、建設コスト縮減を土木構造物及び設備の両面から図ると共に、建設後の維持管理の容易性やライフサイクルコストの低減についても十分考慮すること。
1 各河川の水理条件および計画諸元
2 水門等の基本形状および基本構造の諸元
径間長、敷高、基礎形式、ゲート形式、門数、必要断面、断面形状、材質、巻上機構造、操作室の形状　等の比較検討を行う。形式・構造の選定にあたっては、船舶航行状況調査を行い、航路を確保しつつ維持管理ができる構造を検討すること。また、以下の点に留意し形状・構造検討を行うこと。
・高潮対策と津波対策を兼ねた構造形式
・運転操作の容易性
・緊急時開閉操作の容易性
・停電時における閉鎖の確実性
・開閉速度
・交換部品の市場性
・予備品、代替品供給の容易性
・維持管理の容易性
3 
水門等の設置位置
水門等の設置位置の比較検討を行う。検討にあたっては以下の点に留意すること。
・次期更新の容易性
・事業用地取得の容易性
・施工時の重機、資機材配置スペースの確保
・既設水門用地の計画的な活用方法
4 基礎地盤の性状による沈下・変位量、地盤対策工 
5 付属設備、施設等概略検討
付属設備・施設等（自家発電関連設備など水門に必要な設備・施設）について基本的な事項を検討する。なお、検討にあたっては、施設更新時の重機等配置スペース、地下タンク設備等の補修や更新の容易性など、建設後の維持管理面について十分に考慮すること。
（５）景観検討
　　　　全体景観及び操作室について、周辺環境との調和に配慮した素材・デザインの検討を行う。
（６）水門等の設置位置による影響・対策検討
　　　（４）③において決定した位置に水門等を設置することによる既存津波シミュレーション結果との相違点（浸水区域の移動、浸水深の増大等）を把握し、防潮ラインの連続性等の諸課題を抽出し、その対応策を検討する。また、高潮時に水門を閉鎖した場合におけるその上流域（寝屋川流域を含む）の河道の流況を確認すると共に、水門上流河道内貯留水位と、現高潮計画における計画貯留内水位との比較を行い、対策の必要性の有無について検討する。
（７）津波耐力照査項目および耐震照査項目の整理および概略検討
　　　　新設する水門等について、津波波力に対する耐力照査を行う部材・部位を選定し、それぞれが保持すべき性能を規定し許容値を設定する。また、耐震照査に関しても同様に、各部材の許容値を設定する。
設定した許容値をもとに、概略計算により津波耐力照査・耐震照査を行う。
（８）既設水門撤去計画の策定
　　　　既設水門の撤去方法について検討し、施工時の航路への影響等も踏まえたうえで計画策定する。
（９）設計図
　　　①全体図（平面・縦断）
②基本設計図（土木関係）：躯体、門柱、堰柱、床版、管理橋、操作台等一般図
（水門設備関係）：概略全体一般図
（その他）：事業用地図、管理棟建築一般図（必要に応じて）
（10）施工計画検討
決定された施設計画について①施工法（施工方針、施工期間、施工順序及び施工機械等）②仮設計画（主要仮設構造物の規模と諸元）③全体計画（全体平面、掘削断面、工程計画）等の比較検討を行い、最適な施工計画案を策定する。また、流域の治水安全性の確保を考慮した三大水門の施工方法（順序、時期等）について、検討を行う。
計画策定にあたっては、以下の点に留意すること。
・施工中の航路確保
・効率的な施工が可能な仮締切方法
・施工時の周辺建物等への影響
・重機、資機材の配置計画、搬入計画
・施工機械の保有状況
・施工中の安全対策
・施工中に洪水が発生した時の上流域（寝屋川流域等）への影響
（11）概算工事費算出　　　　　　
　　　新たな水門施設（三大水門）の事業工程および概算事業費を作成する。
（12）パース作成
決定したデザインをもとに、周辺を含めた着色パース（A３判）を１タイプについて作成する。
（13）照査
　　　　下記に示す事項を標準として照査を行う。
1 本条件の決定に際し、現地の状況の他、基礎情報を収集、把握しているかの確認を行い、内容が適切であるかについて照査を行う。
2 一般図を基に構造物の位置、断面形状、構造形式及び地盤条件と基礎形式の整合が適切にとられているかの照査を行う。
3 設計方針及び設計手法が適切であるかの照査を行う。
④　設計計算、設計図、概算工事費の適切性及び整合性に着目し照査を行う。
（14）報告書作成
設計業務成果概要書、設計計算書等、設計図面、概算工事費、施工計画書、現地踏査結果等のとりまとめを行い、報告書を作成する。
第３章　位置図等
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